
- 33 - 

 

【県市町村事例】 

長崎県における汚水処理対策について 

 

 

長崎県 県民生活環境部 水環境対策課 浄化槽担当 

１．長崎県の概要 

 長崎県は九州の西北部に位置し、

県域は東西 213km、南北 307kmに及

びます。 

その中の陸地は平坦地に乏しく、

いたるところに山岳、丘陵が起伏

し、海岸線は多くの半島、岬、湾、

入江から形成されています。 

複雑で変化に富んだ海岸線の総

延長は 4,170kmに及び、北海道に次

ぐ全国第二位の長さを誇っていま

す。 

 また、本県では多くの島々を有

し、県下全域で 1,479島、有人島に

限っても 72 島あり、県面積の４割

近くを離島が占めています。 

 

２．汚水処理の現状 

（１）汚水処理人口普及率及び汚水処理施設の整備状況 

本県における令和 5年度末の汚水処理人口普及率は 84.2%であり（図１）、汚水処理施設別の普 

及率は、下水道 64.7%、農業集落排水処理施設 3.0%、漁業集落排水処理施設 0.6%、コミュニティ・

プラント 0.4%、浄化槽 15.5%となっています（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 汚水処理人口普及率及び行政人口の推移 
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図２ 汚水処理施設別の汚水処理人口普及率割合の推移 

 

（２）地域ごとの格差 

本県は前述したとおり、山岳、丘陵などによる土地の起伏が激しく、半島や湾、多くの離島を 

有しているため効率的な汚水処理施設の整備が難しいという地形的特徴があり、そのため汚水処

理人口普及率において地域間で大きな格差が存在します。 

地域ごとの汚水処理人口普及率の傾向としては、平坦な土地が多い長崎・西彼地域及び県央地

域が高く、半島である県南地域や離島地域が低くなっています（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 市町別汚水処理人口普及率(Ｒ５) 
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指　標 単　位
現　状
(R5)

中 間 目 標
(R17)

長 期 目 標
(R27)

汚水処理人口普及率 ％ 84.2 92.5 96.6
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３．長崎県汚水処理構想 2024の概要 

（１）目標 

本県では県民の豊かで安全・安心な暮らしの確保のため、経済的・効率的な汚水処理施設の整

備が進められるよう整備区域及び整備手法の見直しなどを行い、令和６年３月に「長崎県汚水処

理構想 2024」として策定・公表しました。 

本構想の指標は汚水処理人口普及率としており、令和 17年度を中期目標年度、令和 27年度を

長期目標年度として、中期目標を 92.5%、長期目標を 96.6%としています（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 汚水処理人口普及率の目標値 

 

（２）汚水処理の早期概成（普及率の向上） 

汚水処理構想における基本方針の一つに「汚水処理の早期概成（普及率の向上）」を定めてお

り、集合処理のあり方について各市町が検討した結果、将来人口の減少に伴い個別処理の方が経

済的に有利になったことを踏まえて、18箇所の処理区の見直しを行いました。その結果、処理区

数は、前構想の 150箇所から本構想では 132箇所に減少しています（図５）。 

それに伴い、元々集合処理区域外だったエリアだけではなく、新たに集合処理区外となったエ

リアについても浄化槽の普及を促進していく必要があるため、浄化槽の役割がより一層大きくな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．浄化槽の普及促進における取組み 

 本県では浄化槽の普及促進による汚水処理人口普及率の向上を実現するため、市町が浄化槽設

置者へ助成を行う浄化槽設置整備補助事業に対し、国の循環型社会形成推進交付金と同率の補助

金を交付しています（図６）。 

また、市町助成事業のうち、既設槽（単独浄化槽や汲み取り槽）の撤去費用や宅内配管工事に

係る費用についても助成を行っている場合、それら助成に対しても県で補助金を交付しています

（図７）。 

 その他にも、市町自ら浄化槽の設置を行う公共浄化槽等整備推進事業に対する補助金の交付制

度があり（図８）、市町が行う各種浄化槽事業について、総合的な施策を展開しています。 

図５ 汚水処理施設別の処理区数 
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図６ 浄化槽設置整備事業における補助内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 既設槽の撤去費用及び宅内配管工事に係る補助内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 公共浄化槽等整備推進事業に係る補助内容 

 

 また、長崎県の浄化槽指定検査機関である一般財団法人長崎県浄化槽協会においても、単独転

換に関する補助の実施や学校等での講演などの普及啓発活動を実施しており、関係団体と協力し

ながら浄化槽の普及促進に努めています。 

 

５．法定検査における取組み 

本県での法定検査受検率は、令和４年度実績で７条検査が 92.4%、11条検査が 87.9%と高い受

検率となっており、特に 11条検査は全国平均の受検率 48.2%より 39.7%高く、全国でも５位に位

置しています。 

 また法定検査適正率は、令和４年度実績で７条検査が 98.3%、11 条検査が 93.0%で、全国平均

（7条：92.5%、11条：95.2%）と比較して、７条検査の率は高く、11条検査は僅かに低い率とな

っています。 

 法定検査受検者及び適正浄化槽数の向上に向けた取り組みとして、本県では法定検査拒否者及

び不適正と判断された浄化槽の管理者全員に対して文書での指導を実施しています。その際、浄

化槽や法定検査の役割を記載したリーフレットを同封することで、法定検査受検者及び適正浄化

槽数の向上に努めています（図９）。 
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図９ 浄化槽リーフレット 

（https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2021/12/1640677044.pdf） 

  

また、法定検査を実施する（一財）長崎県浄化槽協会においても、法定検査拒否者への文書に

よる受検勧奨や、法定検査手数料の口座振替の推進など、受検者数向上のための対策を実施して

います。 

 

６．最後に 

 し尿や生活排水を処理する汚水処理施設は、生活環境の向上、河川や海域等の公共用水域の水

質保全等の観点から、今後も重要な役割を担っています。 

 一方、人口減少や少子高齢化など社会情勢が大きく変化しており、汚水処理に係る施策もその

変化に対応しながら進めていく必要があります。 

 本県における今後の汚水処理人口普及率向上の鍵は下水道による未普及地域の解消と併せて

浄化槽の普及促進であることから、昨年度策定した長崎県汚水処理構想 2024 に基づき浄化槽事

業を実施し、市町及び浄化槽関係団体と連携を図りながら浄化槽行政を推進してまいります。 


